
平
成
十
九
年
七
月
六
日
受
領

答
弁
第
四
二
九
号

内
閣
衆
質
一
六
六
第
四
二
九
号

平
成
十
九
年
七
月
六
日

内
閣
総
理
大
臣

安

倍

晋

三

衆

議

院

議

長

河

野

洋

平

殿

衆
議
院
議
員
古
本
伸
一
郎
君
提
出
定
率
減
税
の
廃
止
、
税
源
移
譲
に
よ
る
年
間
で
の
税
負
担
及
び
広
報
に
関
す
る
質
問
に
対

し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。



衆
議
院
議
員
古
本
伸
一
郎
君
提
出
定
率
減
税
の
廃
止
、
税
源
移
譲
に
よ
る
年
間
で
の
税
負
担
及
び
広
報
に
関
す
る
質
問

に
対
す
る
答
弁
書

一
に
つ
い
て

定
率
減
税
は
、
経
済
社
会
の
変
化
等
に
対
応
し
て
早
急
に
講
ず
べ
き
所
得
税
及
び
法
人
税
の
負
担
軽
減
措
置
に
関
す
る
法

律
（
平
成
十
一
年
法
律
第
八
号
）
及
び
地
方
税
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
一
年
法
律
第
十
五
号
）
に
お
い
て
、

著
し
く
停
滞
し
た
経
済
活
動
の
回
復
に
資
す
る
た
め
に
、
我
が
国
経
済
の
状
況
等
を
見
極
め
つ
つ
抜
本
的
な
見
直
し
を
行
う

ま
で
の
間
の
所
得
税
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
三
十
三
号
）
の
特
例
及
び
個
人
住
民
税
の
特
例
措
置
と
し
て
導
入
さ
れ
た
も

の
で
あ
り
、
こ
う
し
た
位
置
付
け
を
踏
ま
え
て
国
会
答
弁
等
に
お
い
て
説
明
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

二
に
つ
い
て

定
率
減
税
の
縮
減
・
廃
止
は
、
近
年
の
経
済
状
況
の
大
幅
な
改
善
を
踏
ま
え
、
景
気
対
策
と
し
て
導
入
し
た
暫
定
的
な
税

負
担
の
軽
減
措
置
を
平
成
十
八
年
及
び
十
九
年
の
二
年
間
で
段
階
的
に
縮
減
・
廃
止
し
、
元
の
税
負
担
に
戻
す
も
の
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
趣
旨
で
、
尾
身
財
務
大
臣
は
、
平
成
十
九
年
六
月
十
三
日
の
衆
議
院
財
務
金
融
委
員
会
に
お
い
て
、
「
増
税

と
い
え
ば
確
か
に
増
税
で
あ
り
ま
す
が
、
特
別
の
減
税
を
や
め
た
と
い
う
意
味
で
は
、
純
粋
な
増
税
で
は
な
い
と
考
え
て
お

一



り
ま
す
。
」
と
答
弁
し
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

三
に
つ
い
て

税
源
移
譲
に
お
い
て
は
、
個
々
の
納
税
者
の
税
負
担
の
年
額
に
つ
い
て
、
年
間
の
所
得
等
が
変
動
し
な
い
場
合
に
は
、
税

源
移
譲
の
前
後
で
所
得
税
と
個
人
住
民
税
所
得
割
を
合
わ
せ
た
税
額
は
基
本
的
に
変
わ
ら
な
い
。

四
及
び
五
に
つ
い
て

財
務
省
主
税
局
の
税
制
主
要
参
考
資
料
集
に
よ
れ
ば
、
「
夫
婦
子
二
人
世
帯
」
の
給
与
所
得
者
の
年
収
が
、
そ
れ
ぞ
れ
三

百
万
円
、
五
百
万
円
、
七
百
万
円
、
一
千
万
円
、
一
千
五
百
万
円
で
あ
る
場
合
に
お
け
る
平
成
十
九
年
分
の
所
得
税
と
平
成

十
九
年
度
分
の
個
人
住
民
税
を
合
わ
せ
た
税
額
は
、
平
成
十
八
年
分
の
所
得
税
と
平
成
十
八
年
度
分
の
個
人
住
民
税
を
合
わ

せ
た
税
額
と
比
べ
て
、
そ
れ
ぞ
れ
一
千
円
、
一
万
八
千
円
、
四
万
一
千
円
、
八
万
九
千
円
、
十
三
万
七
千
円
の
増
加
と
な
っ

て
い
る
。

こ
れ
は
、
税
源
移
譲
に
つ
い
て
は
、
個
々
の
納
税
者
の
税
負
担
の
年
額
に
つ
い
て
、
年
間
の
所
得
等
が
変
動
し
な
い
場
合

に
は
、
税
源
移
譲
の
前
後
で
所
得
税
と
個
人
住
民
税
所
得
割
を
合
わ
せ
た
税
額
は
基
本
的
に
変
わ
ら
な
い
が
、
近
年
の
経
済

状
況
の
大
幅
な
改
善
を
踏
ま
え
、
景
気
対
策
と
し
て
導
入
し
た
暫
定
的
な
税
負
担
の
軽
減
措
置
を
平
成
十
八
年
及
び
十
九
年

二



の
二
年
間
で
段
階
的
に
縮
減
・
廃
止
し
、
元
の
税
負
担
に
戻
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

六
に
つ
い
て

個
人
の
税
負
担
の
変
更
を
伴
う
も
の
を
含
め
た
毎
年
度
の
税
制
改
正
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
財
務
省
等
が
、
説
明
会
の
開

催
、
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
配
布
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
へ
の
掲
載
等
の
方
法
に
よ
り
、
広
報
を
行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
個

人
の
税
負
担
の
変
更
を
伴
う
税
制
改
正
に
つ
い
て
の
広
報
を
抜
き
出
し
て
、
そ
の
実
施
省
庁
、
期
間
、
方
法
及
び
費
用
に
つ

い
て
お
答
え
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。

七
に
つ
い
て

事
業
者
と
の
間
で
広
報
内
容
を
確
定
せ
ず
に
年
度
ご
と
に
契
約
を
行
っ
て
い
る
場
合
、
六
に
つ
い
て
で
述
べ
た
毎
年
度
の

税
制
改
正
の
内
容
に
つ
い
て
広
報
を
行
っ
て
い
る
場
合
等
、
税
源
移
譲
の
広
報
の
み
に
要
し
た
費
用
を
算
出
す
る
こ
と
が
で

き
な
い
も
の
を
除
き
、
こ
れ
ま
で
に
政
府
が
行
っ
た
税
源
移
譲
に
係
る
広
報
活
動
の
費
用
は
約
二
億
七
千
九
百
万
円
で
あ
る
。

ま
た
、
お
尋
ね
の
「
今
後
費
や
す
費
用
」
に
つ
い
て
は
、
現
時
点
で
は
今
後
の
広
報
内
容
を
確
定
で
き
な
い
こ
と
か
ら
、

お
答
え
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。

三


